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地域年金展開事業の主な取り組み

◆公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料収納の向上等のため、関係機関との連携協力のもと『年金制度
説明会』や『年金セミナー』『出張年金相談』等を実施します。

◆また、日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、都道府県ごとに関係者や有識者か
らなる『地域年金事業運営調整会議』を開催し、事業推進についての意見や助言を伺います。

年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシ等、活動に役立つ情報を提供。年金委員
活動支援事業

公的年金制度の普及・啓発等についての検討や年金事務所が行う事業への意見・助言を
行うため、学識経験者や関係機関等を委員として都道府県単位に設置。

地域年金事業
運営調整会議

職員が自治体や民間企業、関係団体等に出向き、事務担当者や従業員向けの年金制度説
明会を実施。
市区役所・町村役場の広報誌や行事等を通じ年金制度や日本年金機構が行う事業の周知、
ポスター・チラシの掲示や設置、配付の依頼等。

地域連携事業

職員が、大学や専門学校、高校等に出向き、学生・生徒向けの年金セミナーを実施。
大学での年金相談や学生納付特例制度の申請窓口の開設や、パンフレットの掲示や設置、
配付の依頼等。

年金セミナー事業

年金事務所から遠方の地域住民や利便性などのニーズに応えるため、市区役所・町村役
場や大規模商業施設、イベント会場等で、出張年金相談や免除申請窓口を開設。地域相談事業
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○地域連携事業
計画 実績 総括および課題

市
町
村
・
官
公
庁

(1)市町村に対し、年金制度
に関する情報提供を行う。

(2)市町村広報誌等を活用し
た年金制度周知を行う。

(3)市町村職員への研修や説
明会を定期的に実施する。

(1)市町村に対し、日本年金機構における年金事業運営の状況や事業
目標達成状況等について「日本年金機構アニュアルレポート」を
送付し、情報提供を行った。

(2)市町村に対し、市町村広報誌に国民年金の手続や出張相予定等の
年金に関する記事を定期的に提供し、地域住民への広報を行った。

(3)市町村職員への研修を以下のとおり実施した。 ○国民年金事業については、市町村との
緊密な連携が不可欠であるとともに、
無年金者や低年金者が生活保護制度に
及ばす影響も大きいことから、研修や
意見交換の機会の充実をさらに進めて
ていく必要がある。

5

実施日 事務
所 対象市町村 参加

数

令和5年5月11日 日田 日田市 2名

令和5年5月18日 日田 日田市、玖珠町 4名

令和5年6月3日 大分 大分市 5名

令和5年6月6日 大分 由布市 2名

令和5年6月8日 別府
佐伯

別府市、杵築市、国東市、日出町
佐伯市、臼杵市、津久見市

6名
11名

令和5年6月12日 大分 豊後大野市 4名

令和5年6月14日
別府
佐伯
日田

中津市、豊後高田市、宇佐市、日出町
佐伯市
日田市、玖珠町

8名
5名
2名

令和5年6月17日 大分 竹田市 4名

令和5年11月30日 別府
佐伯

別府市、中津市、杵築市、宇佐市、日
出町、姫島村
佐伯市

9名
2名

令和5年12月1日
別府
佐伯
日田

豊後高田市、国東市、日出町
佐伯市、津久見市
日田市、九重町、玖珠町

5名
2名
3名

令和6年1月18日 日田 日田市、九重町、玖珠町 8名



計画 実績 総括および課題

市
町
村
・
官
公
庁

(4)市町村担当職員向け情報
誌を定期的に発行し、制
度改正や事務処理上の留
意点について情報提供を
行う。

(5)官公庁に対し、年金制度
に関する情報提供を行う。

(4)市町村担当者向け情報誌「かけはし」を奇数月に発行し、制度
改正や事務処理上の留意点について、タイムリーな情報提供を
行った。

(5)確定申告時の窓口混雑緩和のため、年金受給者の源泉徴収票や
国民年金保険料控除証明書の電子データによる受取に関するチラ
シの設置依頼を令和5年6月に大分県内9税務署に対し実施した。

〇市町村の事務担当職員へ事務処理に効
率的な情報を提供していくため、市町
村職員の研修会などを通じて意見集約
し、情報発信に努める。

6

発行月 発行号 主な記事

令和5年5月 第81号 老齢年金繰下げ請求

令和5年7月 第82号 住民税等の特別徴収事務

令和5年9月 第83号 扶養親族等申告書の送付

令和5年11月 第84号 国年保険料控除証明書の送付

令和5年12月 臨時号 国年事業功績厚労大臣表彰

令和6年1月 第86号 源泉徴収票の送付

令和6年3月 第87号 国年保険料免除・納付猶予申請



計画 実績 総括および課題

全
国
健
康
保
険
協
会

(1)連絡会議設置要綱に基づ
き、定期的に連絡会議を
開催し、情報共有を図る。

(2)機構および全国健康保険
協会の業務にかかる研修
会を相互に実施する。

(3)全国健康保険協会と共催
で年金委員功労者表彰式
を開催する。

(1)令和5年8月18日に「日本年金機構・全国健康保険協会大分支部
連絡会議」を開催

テーマ：令和5年度合同説明会の開催
委員功労者表彰式の開催
連絡会議設置要綱の改正

(2)研修会は開催なし。

(3)令和5年11月17日に年金委員・健康保険委員功労者表彰式を開
催した。
※詳しくは、P23「ねんきん月間」および「年金の日」におけ
る取り組みに記載。

〇厚生年金保険の適用に伴う保険証の発
行や、健康保険の給付と年金の給付な
ど、相互に関連する業務について理解
を深めることは、お客様サービスの観
点からも非常に重要であることから、
引き続き連携強化を図る。

社
会
保
険
労
務
士
会

(1)大分県社会保険労務士会
と定期的に連絡会を開催
し、情報提供を行う。

(2)会員に対する研修会を開
催する。

(1)「大分県社会保険労務士会・大分年金事務所連絡会議」を以下
のとおり開催した。

(2)大分県社会保険労務士会が開催した「関係行政機関説明会」に
おいて会員に対する研修を行った。

○事務レベルでの打合せ会は毎月実施し
ており、基本的な情報共有はできてい
るが、年金事業の推進には社会保険労
務士会との協力連携が必要であること
から、引き続き連絡会の定期開催を実
施していく。

7

実施日 場所 主な議題 参加
数

令和5年7月6日 社会保険労務士
会

・社労士ソフトの不具合
・社労士からの相談案件 4名

令和6年2月19日 大分年金事務所 ・社労士死亡時の届書送付
・窓口委託社労士の接遇 5名

実施日 場所 研修内容

令和5年8月4日 オンライン配信 電子申請、短時間労働者の適用
拡大



計画 実績 総括および課題

社
会
保
険
協
会

(1)社会保険協会発行の広報
誌に記事を掲載し、事業
所への情報提供を行う。

(2)社会保険協会主催の研修
会に講師を派遣し、年金
制度の説明や事業への協
力依頼を行う。

(1)奇数月に発行される社会保険協会発行の広報誌「社会保険おお
いた」に記事を掲載のため、情報提供を行った。

(2)令和5年度は、県内各地区において以下のとおり開催された
「社会保険事務説明会」に各年金事務所職員を講師として派遣
し、制度周知を行った。

〇今後も事業所や被保険者に対して効果
的な制度周知となるよう情報提供に努
める。

〇社会保険事務説明会は、事業所の社会
保険事務担当者へ対し、制度説明、届
書等の記入方法、諸手続きに係る注意
点など実務を中心に説明を行った。

8

発行月 情報提供内容

令和5年5月 ねんきん加入者と年金相談予約の専用ダイヤル
令和5年7月 電子申請による手続き、ねんきんネットの利用
令和5年9月 短時間労働者の適用拡大、電子申請利用時の注意
令和5年11月 賞与支払届の提出、ねんきん月間と年金の日
令和6年1月 オンライン情報サービスとねんきんネットの利用
令和6年3月 電子申請による手続き、資格喪失届の提出

実施日 場所 地区 参加数

令和6年1月30日 宇佐市さんさん館 宇佐 10名
令和6年2月1日 ホルトホール大分 大分 72名
令和6年2月7日 中津市教育福祉センター 中津 17名
令和6年2月9日 臼杵市中央公民館 臼杵 20名
令和6年2月13日 アオーゼ日田 日田 25名
令和6年2月14日 大分県教育会館 大分 37名
令和6年2月16日 大原総合体育館 豊後大野 13名
令和6年2月20日 佐伯市健康福祉センター和楽 佐伯 24名
令和6年2月27日 別府市男女共同参画センター 別府 19名



計画 実績 総括および課題

社
会
保
険
委
員
会

(1)社会保険委員会主催の会
議に出席し、年金制度の
説明や事業への協力依頼
を行う。

(2)社会保険委員会連合会と
共催で年金委員功労者表
彰式を開催する。

(3)社会保険委員会連合会主
催の研修会に講師を派遣
し、年金制度の説明や事
業への協力依頼を行う。

(1)令和5年8月10日の大分県社会保険委員会連合会理事会に県内の
年金事務所長が出席して、年金事業の状況等について情報提供を
行った。

(2)令和５年11月17日に年金委員・健康保険委員功労者表彰式を開
催した。

※詳しくは、Ｐ23「ねんきん月間」および「年金の日」におけ
る取り組みに記載。

(3)定年退職を控えた50代の被保険者を主な対象として年金給付に
ついての 研修（シニアライフセミナー）に年金事務所職員を講
師として派遣し、制度説明を行った。

〇各年金事務所における年金委員会の活
動と同様に大分県社会保険委員会連合
会に対しても連携し、情報提供してい
くよう努める。

〇セカンドライフを目前にした被保険者
に対する年金給付の説明会は、若年層
への対策と違い、年金制度の重要性を
具体的に広報できる機会でもあるので
引き続き、講師派遣を検討する。

自
治
会
・
町
内
会

(1)地域住民への年金制度説
明会を開催する。

〇地域住民や関係団体のニーズに的確に
応えられるよう、地域型年金委員地区
連絡会等を通じて、自治体や町内会、
その他団体等に対し、年金制度説明会
や相談会を開催できるよう、積極的に
協力依頼を行っていく。

9

実施日 場所 説明内容 参加
数

令和5年9月26日ホルトホール大分シニアライフを支える年金 22名

実施日 事務
所 対象団体 説明内容 参加

数

令和6年1月18日 別府 管内自治会 年金給付について
ねんきんネットの利用 10名



計画 実績 総括および課題

企
業
・
団
体

(1)企業や団体に対し、年金
制度説明会を開催する。
なお、オンラインによる
制度説明会が可能である
ことも広く周知を図る。

(2)企業や団体に年金に関す
る情報提供を行うととも
に、関係者への周知を依
頼する。

(2)企業および被保険者に対し、ねんきん定期便のペーパーレス化
やマイナポータルからのねんきんネットでの電子申請にかかる情
報提供を行った。

〇企業や関係団体のニーズに的確に応えら
れるよう、年金制度説明会や相談会の開
催を積極的に行っていく。

マ
ス
メ
デ
ィ
ア

(1)「エッセイ募集」等につ
いて、マスメディアを活
用した広報を行う。

(1)大分県政記者室に対し、以下のとおりプレスリリースを行った。
・令和5年6月6日 令和5年度「わたしと年金」エッセイ募集
・令和5年10月25日 ねんきん月間および年金の日のお知らせ

(2)令和6年1月31日、学校法人府内学園府内高等学校で開催の年金
セミナーがテレビ局の取材を受けてニュース番組で放映された。

〇「わたしと年金」エッセイ募集にかかる
マスコミへの周知については、本部から
の指示により全国統一の取り組みとして
大分県政記者室を通じてのプレスリリー
スを行った。

10

実施日 事務
所 対象団体 説明内容 参加

数

令和5年6月9日 大分 大分県看護協会退職者向け年金給付 22名

令和5年7月26日 大分 管内事業所 退職者向け年金給付 31名

令和5年8月18日 大分 管内事業所 退職者向け年金給付 41名

令和5年9月2日 別府 別府市社会福祉
協議会 年金給付について 20名

令和5年10月4日 大分 大分市社会福祉
協議会

成年後見制度を取りま
く年金制度 12名

令和5年11月20日 佐伯 臼杵市議会事務
局 老齢年金制度について 16名

令和6年3月13日 佐伯 臼杵市商工会議
所

在職老齢年金について
オンライン事業所情報
サービス

9名



○年金セミナー事業
計画 実績 総括および課題

開
催
に
向
け
た
ア
プ
ロ
ー
チ

(1)年金セミナーの実施に向
け、教育関係機関への協
力依頼を行う。

(2)中学校・高校・大学・専
門学校等に対し、地域年
金推進員を活用したアプ
ローチを積極的に行う。

(1)大分県教育庁高校教育課、義務教育課並びに大分県総務部学事・
私学振興課に対して年金セミナー開催の協力依頼を行った。

(2)中学校・高校を中心に地域年金推進員による年金セミナー開催の
アプローチを実施した。

※詳しくは、Ｐ17地域年金推進員における学校へのアプローチで
報告

○学校側のカリキュラムやニーズを十分把
握するとともに、多様な年金セミナーが
実施できることを積極的にアピールし、
数あるセミナーの中から年金セミナーを
選んでいただけるよう努める。

○校長OBである地域年金推進員によるア
プローチは非常に有効である。今後も連
携を密にして取り組みを進めていく。
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計画 実績 総括および課題

年
金
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

(1)各学校の要望や状況に応
じた年金セミナーを開催
する。

(1)年金セミナーの開催実績は以下のとおり。 〇地域年金推進員の積極的なアプローチに
より、中学校、高校ともに前年とほぼ同
数の実績を維持することができ、また大
学校で新たに1校開催に至った。
大学での更なる開催の拡大、専門学校の
減少が当面の課題である。

〇年金セミナーの開催時期が年度後半の
12月と1月に集中しており、タイミング
によっては本来業務と競合して講師の派
遣が厳しい状況が見られた。

〇令和6年1月31日の学校法人府内学園府
内高等学校における年金セミナーがテレ
ビ局の取材を受けてニュース番組で放映
された。※Ｐ10マスメディアに記載。

12

事務所 学校名 実施日 参加
数

大分

大分市立戸次中学校 令和5年7月14日 79名

大分市立大分西中学校 令和5年10月5日 131名

一般社団法人由布学園 大分経理専門学校 令和5年10月18日 9名

豊後大野市立大野中学校 令和5年11月15日 15名

大分市立碩田学園（中学校） 令和5年11月17日 90名

大分市立大在中学校 令和5年12月8日 240名

大分市立稙田西中学校 令和5年12月12日 124名

大分市立城東中学校 令和5年12月13日 160名

大分市立吉野中学校 令和5年12月20日 27名

学校法人後藤学園 智泉幼児保育専門学校 令和5年12月21日 24名

大分県立農業大学校 令和6年1月10日 60名

大分県立情報科学高校 令和6年1月11日 150名

大分県立大分東高等学校 令和6年1月18日 112名

大分市立坂ノ市中学校 令和6年1月19日 240名

大分県立芸術緑丘高等学校 令和6年1月23日 74名

学校法人稲葉学園 稲葉学園高等学校 令和6年1月30日 35名

学校法人府内学園 府内高等学校 令和6年1月31日 150名

大分市立佐賀関中学校 令和6年2月16日 10名



計画 実績 総括および課題

年
金
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

(2)Web会議ツールや動画(D
VD)視聴による非対面での
オンラインを活用した年
金セミナーを推進する。

〇学校からはオンラインでの開催より対面
による方式が生徒に伝わりやすいという
意見が多いため、すべて対面での年金セ
ミナー実施となった。
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事務所 学校名 実施日 参加
数

別府

別府医療センター付属大分中央看護学校 令和5年7月13日 63名

中津市立東中津中学校 令和5年11月8日 94名

学校法人吉用学園 柳ヶ浦高等学校 令和5年12月21日 60名

大分県立国東高等学校 令和6年1月11日 118名

大分県立宇佐産業科学高校 令和6年1月23日 85名

別府市医師会立別府青山看護学校 令和6年2月28日 13名

別府医療センター付属大分中央看護学校 令和6年3月6日 58名

日田

日田市立東部中学校 令和5年9月21日 185名

大分県立玖珠美山高等学校 令和6年1月16日 73名

大分県立日田林工高等学校 令和6年1月24日 132名

日田准看護学院 令和6年2月21日 10名

佐伯

佐伯市立鶴谷中学校 令和5年11月6日 140名

佐伯市立本匠中学校 令和5年12月12日 5名

臼杵市立東中学校 令和5年12月13日 47名

学校 開催数

中学校 15校
高等学校 10校
大学・短大 1校

専門学校・各種学校 5校
計 31校



計画 実績 総括および課題

地
域
年
金
推
進
員

(1)地域年金推進員は高校、
大学、専門学校等を訪問し
リーフレットを活用した説
明および年金セミナー開催
のアプローチを行い、年金
セミナー開催を拡大して
いく。

(1)令和5年度における地域年金推進員による教育機関への年金セミ
ナー開催にかかるアプローチは以下のとおり。

【アプローチ内訳】

〇地域年金推進員の年間通じての積極的な
アプローチ活動により、年金セミナーの
開催ができているが、開催するかは学校
の判断であり、毎年ゼロからのスタート
となっている。
安定した年金セミナーの開催のための対
策を検討する必要がある。

(2)地域年金推進員に対する
研修会や連絡会議を開催
し、意見交換・情報共有
を行う。

(2)令和5年度の教育機関を対象とした年金セミナーの取組方針や具
体的なアプローチ計画等について、地域年金推進員と意見交換を
行うとともに、年金セミナーの実施方式や各種資料の情報提供を
併せて行った。

〇年金セミナーに対する学校のニーズに的
確に応じられるよう、地域年金推進員と
常に情報共有を図り、連携を強化する。
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学校 実施数

中学校 53校
高等学校 40校

特別支援学校 14校
大学校 2校
計 109校



○地域相談事業
計画 実績 総括および課題

市
町
村

(1)遠隔地の市町村において
定期的に出張年金相談を
開催する。

(1)各市町村における出張年金相談の開催状況は以下のとおり。
（令和5年4月～令和6年3月）

○令和6年度から老齢年金の請求手続がオ
ンラインで可能となるが、今後は年金事
務所や相談会場まで足を運ぶことなく、
在宅で手続ができることの周知を図る。
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事務所 開催場所 開催頻度 開催数 相談件数

大分

竹田市 毎月 12回 192件

豊後大野市 毎月 12回 156件

由布市 毎月 12回 48件

別府
豊後高田市 毎月 12回 119件

宇佐市 毎月 12回 123件

日田
九重町 毎月 12回 25件

玖珠町 隔月 6回 65件

佐伯
臼杵市 毎月 12回 101件

津久見市 隔月 6回 23件



計画 実績 総括および課題

特
別
支
援
学
校

(1)特別支援学校に対し、障
害年金制度にかかる制度
説明会のアプローチを積
極的に行う。

(2)特別支援学校の教職員や
保護者に対し、制度説明
会を開催する。

(1)大分県内の特別支援学校（14校）に対し、地域年金推進員による
アプローチを実施した。

(2)下記の会場にて、対面式による制度説明会を開催した。

○特別支援学校の生徒は将来、障害年金を
受給する可能性が高く、保護者や教職員
に対する制度説明は極めて重要であり、
重点的に取り組みを進める必要がある。

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

(1)ハローワークと協力し、
求職者や失業者に対する
年金制度説明会および国
民年金保険料免除申請に
かかる相談会を開催する。

(1)令和5年度においてもハローワークでの求職者や失業者に対する
年金制度説明会や国民年金保険料免除申請にかかる相談会は実施
できなかったが、DVDによる制度説明動画の活用と国民年金加入
届および免除申請書が同封された封筒の配布の依頼を行っている。

〇求職者や失業者に対する説明会について
は、対面での開催にこだわらずに現行の
DVDの視聴による方式や厚生労働省・日
本年金機構YouTubeにアップロードし
た各種動画による方式と併せて個人向け
オンラインサービスの利用促進の観点か
ら、電子申請の利用勧奨を進めていく。
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事務所 学校名 実施日 参加数

大分
大分県立新生支援学校 令和6年1月29日 50名

大分大学教育学部付属
特別支援学校 令和6年2月14日 5名

別府 大分県立別府支援学校 令和6年2月22日 55名

佐伯
大分県立臼杵支援学校 令和6年2月8日 3名

大分県立佐伯支援学校 令和6年2月21日 50名

日田 大分県立日田支援学校 令和6年2月9日 9名



○年金委員活動支援事業
計画 実績 総括および課題

年
金
委
員

(1)定期的な研修会・意見交
換会を開催する。

〇日本年金機構本部で開催した全国年金
委員研修会は、オンライン形式により
全国の職場や自宅で受講できる利便性
の高い研修であることから、今後も受
講勧奨を進めていく。
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事務所 開催日 会議名 年金委員 参加数

大分

令和5年7月7日 大分年金委員会三役会 職域 4名

令和5年8月22日大分年金委員会理事会 職域 10名

令和5年11月6日全国年金委員研修会 地域
職域 15名

令和6年2月20日大分年金委員会三役会
大分年金委員会理事会 職域 9名

別府
令和5年8月23日別府年金委員会理事会 職域 7名

令和5年11月6日全国年金委員研修会 地域
職域 49名

日田
令和5年7月20日日田年金委員会理事会 職域 12名

令和5年11月6日全国年金委員研修会 職域 10名

佐伯

令和5年8月25日佐伯年金委員会理事会 職域 10名

令和5年11月6日全国年金委員研修会 地域
職域 4名

令和5年12月7日佐伯年金委員会理事会 職域 10名



計画 実績 総括および課題

年
金
委
員

(2)各種情報提供および制度
周知の協力依頼を適時行
う。

(3)年金委員の委嘱拡大に向
け、事業所や関係機関に
対しアプローチを行う。

(1)地域型年金委員に対し、日本年金機構における年金事業運営の状
況や事業目標達成状況等について「日本年金機構アニュアルレポー
ト」を送付し、情報提供を行った。

(3)被保険者50人以上の事業所に対し、以下のとおり年金委員の委嘱
推薦依頼を行った。

○令和6年10月予定の短時間労働者の適
用拡大については、被保険者51人以上
が対象となることから被保険者51人以
上の事業所に対して優先的に勧奨実施。

事務所 実施日 勧奨内容 年金委員 対象数

大分 令和5年5月31日 委嘱推薦依頼文書発送 職域 59社

別府 令和5年8月13日 委嘱推薦依頼文書発送 職域 48社

日田
令和5年8月14日 委嘱推薦依頼文書発送 職域 31社

令和6年2月14日 委嘱推薦依頼文書発送 職域 50名

佐伯 令和5年8月3日 委嘱推薦依頼文書発送 職域 35社
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【勧奨結果】（年金委員委嘱数）
大分：職域型 35名 地域型 3名
別府：職域型 27名 地域型 4名
日田：職域型 8名 地域型 2名
佐伯：職域型 11名 地域型 2名



計画 実績 総括および課題

年
金
委
員

(4)年金委員功労者表彰式を
開催する。

(5)大分県地域型年金委員連
絡会を半期ごとに開催し
大分県内の地域型年金委
員の活動方針を決定する。

(6)地域型年金委員地区連絡
会を半期ごとに開催し、
各地区での地域型年金委
員の活動方針を決定する。

(4)令和5年11月17日に開催した。

※詳細は、P20「ねんきん月間」および「年金の日」における取り
組みに記載。

(5)以下のとおり大分県地域型年金委員連絡会を行った。

(6)以下のとおり地域型年金委員地区連絡会を行った。

○テレビ会議システムによるオンライン
会議にて大分・別府・日田・佐伯の4
年金事務所による合同会議を開催し、
大分県内の地域型年金委員活動の計画
および活動報告を行った。

〇各地区連絡会では、効果的な周知活動
動、年金事務所からの情報提供、地域
型年金委員との意見交換等、年金事業
に関する情報共有の機会となった。

19

開催
地 開催日 会議名 参加

数

大分
令和5年6月15日 第1回大分県地域型年金委員連絡

会 5名

令和5年12月13日 第2回大分県地域型年金委員連絡
会 5名

開催
地 開催日 会議名 参加

数

大分
令和5年6月15日 第1回大分県地域型年金委員連絡会 17名

令和5年12月13日 第2回大分県地域型年金委員連絡会 16名

別府
令和5年6月15日 第1回大分県地域型年金委員連絡会 9名

令和5年12月13日 第2回大分県地域型年金委員連絡会 7名

日田
令和5年6月15日 第1回大分県地域型年金委員連絡会 5名

令和5年12月13日 第2回大分県地域型年金委員連絡会 5名

佐伯
令和5年6月15日 第1回大分県地域型年金委員連絡会 7名

令和5年12月13日 第2回大分県地域型年金委員連絡会 5名



○「ねんきん月間」および「年金の日」における取り組み
計画 実績 総括および課題

年
金
委
員
表
彰
式

(1)年金委員功労者表彰伝達
式を開催する。

(1)令和5年11月17日にトキハ会館において全国健康保険協会大分支
部との共催により、健康保険委員表彰伝達式と合同で行った。

年金委員の表彰者数
厚生労働大臣表彰・・・・・・・1名
日本年金機構理事長表彰・・・・1名
日本年金機構理事表彰・・・・・4名

〇健康保険委員表彰と共催する現行の方法
については、事前に全国健康保険協会と
の協議を図りながら進めていく。

各
拠
点
の
取
り
組
み

(1)各拠点において、公的年
金制度を積極的にＰＲす
るための独自の取り組み
を実施する。

(1)市町村や年金委員に「ねんきん月間および年金の日」にかかるポ
スターとリーフレットを送付し取り組みについての周知・広報の
協力依頼を行った。

※大分県庁県政記者室への広報は、Ｐ10マスメディアに記載。

(2)大分年金事務所管内の大学等に対し、ねんきん月間ポスターの掲
示とＳＮＳを活用した学生納付特例の周知について協力依頼を
行った。

〇広く国民の皆様に年金制度を知っていた
だく大切な機会であることから、より工
夫を凝らした取り組みを検討する。
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「参考」健康保険委員の表彰
全国健康保険協会理事長表彰・・7名
大分支部長表彰・・・・・・・ 16名



計画 実績 総括および課題

「
わ
た
し
と
年
金
」
エ
ッ
セ
イ

(1)「わたしと年金」エッセ
イ募集に係る広報・アプ
ローチを積極的に行う。

(2)応募のあった学校等に対
して感謝状を贈呈する。

(1)大分県教育庁高校教育課、義務教育課、大分県総務部学事・私学
振興課、教育事務所、市町村教育委員会に対し「わたしと年金」
エッセイ募集の協力依頼を行った後に大分県内の教育機関あてに
夏休みの課題として取り入れていただくよう協力依頼を行った。

※大分県庁県政記者室への広報は、Ｐ10マスメディアに記載。

(2)令和6年1月5日、大分東明高等学校と大分県立大分東高等学校に
対して感謝状を贈呈した。

【参考】

〇「わたしと年金」エッセイの取り組みは、
広く公的年金の意義や大切さを再確認し
ていただく好機として実施しているので、
引き続き、教育機関を中心に協力依頼を
促進していく。

○「わたしと年金」エッセイ入選作品集は
全世代に年金制度の大切さを知ってもら
うための有効なツールとなることから、
積極的に年金制度の周知広報活動に活用
していく。
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審査結果 受賞者
年代 作品内容

厚労大臣賞 50代 夫の障害年金により生活が支えられており、
日本の年金制度の支え合いに感謝している

機構理事長賞 高校生 マイナンバーとの連携による遺族年金の手続
きの利便性と将来性を知った

優秀賞 50代 人生における様々なリスクに対応した年金制
度の社会的扶養の役割を実感した

〃 50代 母の死を機に年金の履歴がその人生を表す
ものだと理解できた

〃 高校生 現役世代の保険料が高齢者の生活を守って
いるという年金制度の役割を知った



○地域年金事業運営調整会議
計画 実績 総括および課題

運
営
調
整
会
議

(1)地域年金事業運営調整会
議を年１回開催し、地域
における年金事業の取り
組み状況を報告する。

(2)地域年金事業運営調整会
議委員に対し、年金制度
や事業に関する情報提供
を行う。

(1)令和5年9月5日にトキハ会館において開催した。

地域年金事業運営調整会議委員9名出席

＜主な議題＞
・令和4年度事業実施結果報告
・令和5年度事業計画

(2)地域年金事業運営調整会議委員に「年金セミナー」や「年金委員
活動」にかかる資料・リーフレットを会議資料として提供させて
いただいた。

〇地域年金展開事業は、世代・年齢、地
域・職域を越えた社会連帯を構築し、
地域・教育・企業において公的年金制
度に対する信頼や理解の醸成を目的と
しているため、各県で有識者や関係機
関・団体の委員から構成される地域年
金事業運営調整会議を設置し、地域に
密着した公的年金制度の周知方法や納
付率向上策等について意見を交わし、
年金事業の推進につなげなければなら
ないとされている。
地方におけるネットワークとして各種
会議の中でも最も重要で貴重な機会で
あることから、今後も委員の皆様との
活発な意見交換や有益な情報共有が可
能な会議となるよう努める。
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計画 実績 総括および課題

提
言
へ
の
対
応

(1)地域年金事業運営調整会
議において委員からいた
だいた提言を今後の年金
事業に反映させる。

【令和5年度の提言】
①大学や専門学校への年金セミナー拡大のために厚生労働省の名前
を使って効果的なアプローチをしてもよいのではないか。

②地域型年金委員には広報誌の配付だけでなく各種手続きの時期に
合わせて情報提供した方が活動しやすいのではないか。

③ねんきん月間の取り組みについては投げ込みによるプレスリリー
スだけでなく報道されやすい方法を考えたらどうか。

④電子申請による年金の手続きが難しいという話を聞くので分かり
やすいシステムの開発を期待している。

⑤中学や高校での年金セミナーは重要なので今後も続けてほしい。
⑥年金エッセイの受賞作を積極的に広報した方がよいではないか。
⑦広報の媒体コンテンツをもっと充実させた方が若年層に理解され
やすいのではないか。

「運営調整会議での回答」
①大学等での年金セミナー開催は大分県と
しての大きな課題なので効果的な対策を
検討していきたい。

②地域型年金委員には各地域で年金相談会
等を行うためにも公民館等への年金制度
周知のポスター掲示依頼の活動をお願い
している。

③プレスリリース結果として地元紙から問
い合わせはあったが、記事になったかは
確認できていない。

④地域型年金委員に大分で作成した電子申
請のポスターとチラシを公民館等に配布
していただくよう予定しています。

⑤年金は年を取ってからのものだけではな
いということをこれからも若年層に伝え
ていきたい。

⑥受賞作はどれも大変優秀な作品ばかりな
ので機会をとらえて広めていきたい。

⑦ウエブ上での年金に関する情報提供につ
いてより若年層に受け入れられるような
コンテンツで提供できるよう上申してい
きたい。
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3．令和6年度 地域年金展開事業計画
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地域年金展開事業は、地域、教育、企業の中での年金制度に対する理解をより深め、

制度加入や保険料納付に結び付けるための取り組みを行っている。

令和６年度については、国民の皆様に対し、制度を知らないことによる不利益を生じさせ
ないための情報提供を目的とした取り組みを効果的に実施する。

【重点取組内容】

〇若年層への制度周知

高校生や大学生を中心とした若年層に対する年金セミナーの実施

〇企業担当者向けの制度周知

企業担当者や職域型年金委員に対する年金制度説明会の実施

〇年金委員活動の活性化

年金委員活動に必要な情報提供の実施

年金委員の委嘱拡大

25

令和６年度 重点取組事項
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市町村、自治会、事業所および関係機関・団体等と連携し、年金制度説明会をはじめとする、地域に根付いた情
報提供活動を実施する。

①市町村や官公庁と連携した情報提供
・市町村、ハローワーク、税務署等に対して、窓口での年金制度に関するポスターの掲示およびリーフレット
の設置を依頼し、情報提供の充実を図る。

・市町村担当者への研修や会議を定期的に開催する。
・市町村担当者向け情報誌「かけはし」を定期的に送付し、情報提供を行う。
・市町村広報誌等を活用し、年金制度に関する情報提供を行う。

②関係機関や関係団体と連携した情報提供
・関係機関や関係団体の会議や研修会に参加し、年金制度に関する情報提供を行う。
・関係機関や関係団体が発行の広報誌等を活用し、年金制度に関する情報提供を行う。

③企業や地域コミュニティと連携した情報提供
・企業の従業員や地域住民のニーズに応じた年金制度説明会を積極的に開催し、年金制度の普及・
啓発を促進する。

（１）地域と連携した情報提供
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（２）教育機関を対象とした年金セミナー事業

中学生や高校生、大学生等の若い世代が、年金の正しい知識や手続に触れ、公的年金制度が身近で重要なもの
であると理解を深めていただくとともに、適正な加入や保険料納付等に結び付けるために教育機関と連携し、年金セミ
ナーを実施する。

①年金セミナー開催の拡大
・教育関係機関に対し、中学校や高校での年金セミナー開催に向けた協力依頼を行う。
・中学校、高校、大学、専門学校等に対し、リーフレットの送付や厚生労働省・日本年金機構YouTube
にアップロードした各種動画の案内、電話勧奨等の積極的なアプローチを行うとともに、学校のニーズ
や環境に応じた開催を企画し、年金セミナー開催の拡大を図る。

・アンケートや学校の意見をもとに、適宜、実施方法や教材の見直しを図る。

②地域年金推進員の活用
・地域年金推進員が中学校、高校、大学、専門学校等を訪問し、積極的なアプローチ活動を行うこと
により、年金セミナー開催の拡大していく。

・地域年金推進員に対する研修や連絡会議を開催し、意見交換・情報共有を行う。
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（３）地域における年金相談事業

地域における様々な年齢層の住民からの年金制度に対するニーズに応じるために、自治体や教育機関、商業施設
等に積極的に出向き、地域に根付いた出張年金相談を実施する。

①市町村における出張年金相談の実施
・年金事務所から遠隔地の市町村に赴き、定期的に出張年金相談を開催する。

②社会福祉施設における障害年金制度説明会の開催
・特別支援学校等に対し、障害年金制度に関する制度説明会開催のアプローチを積極的に行う。
・特別支援学校等の教職員や保護者に対し、障害年金制度に関する知識を高めていただけるよう
制度説明会を開催する。

③ハローワークにおける年金相談会の開催
・雇用保険受給者に対し、国民年金加入や保険料の免除申請にかかる相談会を開催する。

④企業や地域コミュニティにおける年金相談会の開催
・企業の従業員や地域住民に対し、ニーズに応じた年金相談会を開催する。
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（４）年金委員活動の活性化および委嘱拡大

厚生労働大臣から委嘱を受ける年金委員は、国民に公的年金制度に関する理解を高めるための啓発、相談、助
言を行うことを役割として、国民年金の納付率向上や無年金者・低年金者の防止に貢献しており、地域や職場におい
て欠かせない存在である。年金委員活動の活性化を図ることは、年金事業を推進していく上で大変重要であるため、
年金制度に関する研修会や情報提供を充実させることより年金委員活動のサポートを強化し、委嘱拡大を促進する。

①定期的な研修会・意見交換会の開催
・年金制度改正や地域年金展開事業重点取組を中心とした研修会、意見交換会を開催する。

②積極的な情報提供による活動支援と連携の強化
・新規委嘱の年金委員に対し、「年金委員活動の手引き」を送付する。
・各種啓発資料（退職後の年金手続きガイド、アニュアルレポート等）を送付する。

③委嘱拡大に向けた取り組み
・職域型年金委員については、年金委員未設置事業所に推薦依頼文書を送付する。
・職域型年金委員の異動による辞退の場合には、後任の推薦依頼を確実に行う。
・地域型年金委員については、関係団体に対して積極的に推薦依頼を行う。
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（５）「ねんきん月間」および「年金の日」の取り組み

11月の「ねんきん月間」や11月30日の「年金の日」において、大分県内の各年金事務所は創意工夫して公的年金
制度の普及・啓発活動を積極的に実施する。

①年金委員功労者の表彰
・年金事業の推進・発展に貢献した年金委員に対し、年金委員功労者表彰式を実施する。

②各年金事務所における公的年金制度の普及・啓発活動の実施
・国民一人一人が未来の生活設計に思いを巡らす機会となるよう年金セミナーや制度説
明会を実施する。

③「わたしと年金」エッセイ募集に協力した教育機関の表彰
・ 「わたしと年金」エッセイ募集に応募のあった教育機関等に対して感謝状を贈呈する。

（６）地域年金事業運営調整会議

地域年金事業運営調整会議は、世代・年齢、地域・職域を越えた社会連帯を構築し、地域・教育・企業において公
的年金制度に対する信頼や理解の醸成を目的として各県の有識者や関係機関・団体の職員から構成されている地方
での年金事業において最も重要な会議である。
地域に密着した公的年金制度の周知方法やその他年金事業全般について意見交換をし、今後の年金事業推進に

つなげるために、毎年原則として7月に地域年金事業運営調整会議を開催する。


